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当たるよう強く要望する。   
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Ⅰ．各論  

1．社会保障  

（2）医療  

ウ．平成20年度の課題   

平成20年度予算において概算要求基準における国費削  

減▲2，200億円を確実に達成するためには、上記のように  

様々な課題があり、また、国庫負担が社会保障関係費の4  

割を占め、今後とも増大することが見込まれている医療分野  

を中心に削減努力を行っていく必要がある。  

このため、「基本方針2006」及び「基本方針2007」も踏  

まえ、．平成20年度予算においては国民負担の軽減や公平 

の観点から、以下の項目を始め、聖域を設けることなく削減  

方策を検討していく必要がある。  

（か 診療報酬改定   

医療費については、上記のとおり、診療報酬単価等を   

一定としても、今後とも増え続ける見込みである。医療費   

は保険料や税といった国民の負担で賄われていることを   

踏まえれば、医療機関等に対し医師等の人件費を始め経   

費の縮減・合理化努力を引き続き求めていく必要がある。   

その際、これまでの診療報酬本体の改定率を保険料・  

税を負担する国民の賃金や物価の動向と比較してみると6、   

近年のデフレの期間だけをみても、引き続き大きな帝離  

（3．6％程度）があり、これを是正する方向で見直していく   

必要がある〔資料Ⅰ－1－2参照〕。  

・5医療費の約5替＝ま医師等〃′）人件費であり、約：う割は物件費とな／〕ている＝   



また、診療所と病院を比較してみると、  

・診療所常勤医師と病院常勤医師では、若手医師を中  

心に従業時間に大きな差があること。  

・休日・時間外診療を実施している診療所は少なく、診  

療所における休日の診療患者数や往診患者数も近年減  

少傾向にあること。  

・一方、平成19年6月の調査によれば、法人診療所の  

開業医の年収は病院勤務医の約1．8倍となっており、  

主に開業医の報酬となっている個人診療所の収支差額  

も病院勤務医の給与等の約2．0倍となっているなど大き  

な格差があること〔資料Ⅱ－1－3参照〕。  

・そうした中で、診療報酬の中には、同様の診療行為で  

あっても、病院に比べ診療所の方が高い点数となってい  

る例もあること。  

などを踏まえれば、全般的に診療所に手厚い診療報酬の  

配分を見直し、診療科間等でメリハリを付けつつ、全体とし  

て効率化を図る必要がある。   

あわせて、検査等のいわゆる「もの代」に加え、医療技  

術の進展と普及に伴い相対的に治療効果が低くなった技  

術や診療報酬で賄う必要性の乏しいものなど、効率化余  

地があると思われる領域については、国民負担の軽減を  

図る観点から、厳しく評価の見直し・適正化を行っていく必  

要がある。   

また、医療機関にコストの抑制を促す観点から、包括払  

い化を一層推進すべきである。   

さらに、平成20年度に創設される新たな後期高齢者医  

療制度における診療報酬体系についても、長期入院や頻  

回受診・重複投薬などの高齢者医療の現状等を踏まえ、  

制度の持続可能性を確保する観点から、効率化を図って  

いく必要がある。   



② 後発医薬品の使用促進・薬価等の改定   

後発医薬品の使用促進については、平成24年度まで  

に数量シェアを30％（現状から倍増）以上とすることが目  

標となっている。この目標の達成に向けて平成20年度か  

ら一定の進捗が図られるよう、普及のための環境整備を  

積極的に進めるとともに、使用促進のための効果的な措  

置を講ずるべきである。   

また、薬価や医療材料価格については、市場実勢価格  

に応じた引下げを行うことは当然であるが、さらに医療機  

器の内外価格差の縮小等を通じ、薬剤費等の徹底した合  

理化を図る必要がある。  

③被用者保険間の財政調整   

医療保険制度においては、これまでも負担の公平の観   

点から、老人保健制度や退職者医療制度の創設などを  

順次進めてきたところである。さらに、平成15年の閣議決  

定（「医療保険制度体系及び診療報酬体系に関する基本   

方針」）においては、「保険者の自立性・自主性を尊重した   

上で、医療保険制度を通じた給付の平等、負担の公平を   

図り、医療保険制度の一元化を目指す」こととされている   

ところである〔資料Ⅱ－1－4参照〕。   

こうした中で、政管健保と健保組合の格差はこれまで国   

庫補助（平成4年度から給付費の13％）により調整してき   

ているが、健保組合の平均保険料率は低下を続けており、  

所得や年齢の格差を背景に政管健保の保険料率（82％0）  

との格差は総報酬制を導入した平成15年度の6．5‰か   



ら平成18年度の8．8％0と拡大傾向にある。   

また、健保組合の中でも保険料率に31‰から95％○超  

まで大きな格差があり、高齢化や所得の低下など保険者  

努力が及ばない部分で保険運営が行き詰まり、解散して  

政管健保に加入しているケースもある。   

これらの格差の状況に加え、厳しい国の財政状況を踏  

まえれば、国庫補助による調整には限度がある。むしろ、  

所得などの保険者努力が及ばない要因については、各保  

険者の自主性・自立性には配慮しつつ、保険料によって  

調整を行うことが適切である。このように、政管健保か健  

保組合かといった区分を超えて、個々の保険者の状況に  

応じ、きめ細やかな調整を行うことが、負担の公平を図り、  

保険運営を安定化させる上で重要である。また、結果とし  

て、政管健保の国庫補助も縮減することが可能となり、高  

齢化の進展等により増加することが見込まれている公費  

負担の給付費に占める割合の上昇を一定程度抑えること  

も可能となる。   

また、医療費適正化については、制度改革による取組  

を進めていく必要があるカ予、あわせて各保険者や個々の  

被保険者の努力を促していくことも重要である。こうした中  

で、保険者努力が及ばない年齢や所得による保険者間の  

格差を解消すれば、保健指導やレセプト点検など医療費  

適正化等の保険者努力が保険料に一層明確に反映され  

るようになる。その結果、医療費適正化努力などの面で保  

険者の自主性や自立性が強化され、各被保険者による   



保険運営に対するチェックや医療費適正化努力を促すこ  

とが可能となると考えられる。   




